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沖縄県那覇市の住民組織について
-r自治会」研究ノート(その 1)-
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2.住民組織の伝統一昭和50年 (1975)頃までの歴史的蓄積一
3. 自治会成立史一戦後から今日まで一
4. 自治会の加入状況
5. 自治会加入方法の特徴
6.郷友会型自治会
7.自治会の形態的特質一要約と問題点
高橋勇悦*
要約
本稿は沖縄県那覇市における住民組織(自治会)の調査研究資料を整理しつつ、これに若干
の考察を加えながら、那覇市の自治会組織の特質を把握しようと試みたものである。その目的
の一つは、従来の都市社会学における町内会研究を那覇市の自治会研究と比較し、町内会論の
問題点をさぐりつつ、あらためて再検討するための準備をすることである。もう一つは、コミュ
ニティ政策の問題も含めて、那覇市におけるコミュニティ形成の問題を検討するための準備を
することである。那覇市のコミュニティ形成の問題は、那覇市が自治会活動を重視しているこ
ともあって、自治会の問題を抜きにしては考察することができない。なお、本稿は、高橋勇悦
「那覇市の住民組織の現状と特色J(r沖縄地域社会の構造と機能ならびに地域関連についての
実証的研究j(科学研究費研究成果報告書・代表山本英治、 199~) の続編となるものである。
1.住民組織の概況一過去と現在の比較ー
今日の那覇市は、 4つの行政区、すなわち那覇
地区(本庁)、首里地区、真和志地区、および小
禄地区から構成されている。
明治29年(1896)に沖縄県区制郡編制が施行さ
れた時、那覇の東・西・泉崎・若狭町と泊村・久
米村の6ヶ村は那覇区に、首里の真和志平等(当
蔵・大中・崎山・烏小堀・桃原・赤田)、西平等
*東京都立大学都市研究所教授
(汀志良次・儀保・赤平・久場JII)の15字は首里
区に編成された。小禄間切と真和志真切は島尻郡
に所属したが、明治41年 (1908)の島唄町村制に
より、小禄間切の大嶺・小禄・字栄原・高宮城・
具志・当間・安次嶺・鏡水の8ヶ村をもって小禄
村が、真和志真切の識名・上問・仲井真・固場・
安里・松川・真嘉比・与儀、古波蔵・安謝・天久
の11ヶ村をもって真和志村が成立した。この時、
間切は村に村は字に改称されるのだが、以後、那
覇・首里・真和志・小禄の町や字は分化・増加し
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つつ、昭和32年 (1957)までに那覇市として編成
されることになる。
王政府が廃止される頃の那覇、首里、真和志、
および小禄の地域的な特徴は明確であった。すな
わち、首里は玉城のある城下町、武家(士族)の
住む町であり、那覇(東・商・泉崎・若狭町)は
外国との貿易港、商業の港町、西村の辻町は遊廓
(女の町)である。久米村は先住者が中国の町、
泊は 9割は武家の町である。首里・那覇・久米
村・泊村は主として武家や商人の「町方J(都市部)
であり、真和志や小禄は農民の住む「田舎J(農
村部)であって、その聞には制度的にも区別(差
別)が存在し地域的な特徴は明治時代にも色濃く
残存した、という (f那覇市史(資料編第2巻中
の7).1那覇市、 1979)。
王政府時代の行政制度も基本的には明治時代ま
で継承された。例えば、小禄間切時代の旧小禄村
の役所(番所)には、『鏡水80周年記念誌jによ
れば、地頭代(村長)、首里大屋子(助役)、大提
(書記)、南風提(書記)、文子(書記の助手、雇
員)、惣耕作当(農事督令)、惣山当(山林管理)、
下知役(首里王府から派遣、給料は間切負担)、
検者(同)、等の職制があり、間切の行政を担当
した。また各村には、村提(区長)、耕作当、山当、
析取、村頭、提加勢(書記、雇員)等があり、村
の運営にあたった(これに西提、指揮司などの役
職が加わると、一般的な職制のタイプになる。括
弧内は追加)。このl日償制度は明治30年(1897)
の沖縄県間切島吏員規程実施によって、大幅に簡
略化されるまで、継続した。この規程は、間切の
番所を役場と改称、地頭以下の職制も廃止して、
間切長、収入役、書記を置き、また各村には村頭
を置くことにしたものである。つづいて、明治36
年 (1902)には沖縄県土地整理法(土地税制の改
革、土地の私的所有制の確立)が完了し、地割制
度が廃止され、村有地は間切地となった。さらに、
明治41年(1908)の沖縄県及島興市町村制によっ
て間切は町村(自治体)となり、村は字に、間切
長は村長に、村頭は区長に改称された。この時、
区長制度ができた。しかし、この時期においても、
まだ地方自治は認められず、旧態依然たるものが
残存した。本土並みになったのは、大正9年(1920)
年に沖縄県及島興市町村制が改正されてからであ
る。こうして、王政府時代の|日慣制度が明治以降
も長い聞にわたって存続し、住民組織も、村(村
頭)→字(区長)→町・丁・字(自治会長)とい
う形でうけつがれた。区長制度は昭和35年(1960)
の自治会制度まで継続した。
周知のように、第二次大戦中「部落会町内会ニ
関スル訓令通牒J(昭和15年、内務省訓令第17号)
が出されたが、これにつづく沖縄県訓令甲第24号
(昭和15年)は、「重大ナル時局ニ処シ産業、経済、
文化等各方面ニ亘リ高度国防国家体制ノ確立ヲ期
シ、以テ高民翼賛ノ実ヲ挙ゲルニハ市町村ニ於ケ
ル隣保団結ノ下部組織タル部落会・町内会等ヲ一
段ト強化スル要アリ。」と言い、「部落会町内会等
ノ整備指導ニ関スル件」として、留意事項ととも
に、市町村常会と部落会・町内会の規約例を示し
た。そこで例示された「部落会・町内会規約例」
では、「本部落(町内)会ハ本部落内(町内)全
戸ヲ以テ組織J(第三条)し、「本部落(町内)会
ノ区域ヲ分チテ隣保班ヲ置J(第十一条)き、「隣
保班ハ本部落(町内)会ノ実行団体タルト共ニ隣
保共同ノ任務ヲ遂行シ臣道実践の徹底ヲ期スルヲ
目的トスJ(第十二条)るとした*。
これらの訓令の下に、那覇市・首里市・真和志
村・小禄村の部落会・町内会は、第 1表のように
「整備」された。旧来からの町や字を単位として、
くまなく「整備」されていることは明らかであろ
う。旧来の町や字(旧村)は旧来の地域社会に相
当すると見れば、当然のことのようだが、一つの
地域社会(町・字)に一つの住民組織(部落会・
町内会)が組織されたということになる。
*ちなみに、沖縄県の場合、昭和12年の「第一回
国民精神総動員沖縄県実行委員会」につづく翌
年の委員会は、早くも「隣組・常会」の組織に
ふれ、「市町村内ニ数戸又ハ八十数戸ヲ単位ト
スル隣保班等ノ実践班ヲ組織スルコト」、「実践
班ニハ世話人ヲ置き之ヲ中心トシテ世帯主、主
婦等随時会合スルコトjとして、「隣組に関す
る内務大臣訓令J(昭和15年9月)よりも 2年
も早く、すでに「隣組」の編制に着手している。
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「隣組・常会Jはこの「隣組に関する内務大臣
訓令」により「隣保団結ノ精神ニ基キ市町村内
住民ヲ組織結合シテ蔦民翼賛ノ本旨ニ則リ地方
共同ノ任務ヲ遂行セシムルコトJをもって組織
されたものである(比嘉佑典『沖縄の婦人会ー
その歴史と展開.11992、戦後沖縄社会教育研究
会『沖縄社会教育資料j第3集、 1979)。
那覇市は、第2次戦争によって焦土と化し、廃
虚となって、壊滅的な打撃をうけた。戦後は、那
覇市は、全域が米軍用地として立入禁止となり、
住民の収容所の生活からの出発を強いられた。し
かし、那覇市の町内会・部落会の結成は、その名
称はともあれ、またその数は少ないながら、敗戦
直後からすでに始まっている。もちろん、その後
の米軍の土地接収・管理、住民の旧居住地への帰
住不可、移動・移住の漸次的な許可(土地開放)、
流入人口の急増、住居表示の変更などの那覇市の
戦後の事情は、住民組織の結成に多大の影響を与
えたであろう O
旧那覇・首里・真和志・小禄を擁した那覇市
は、昭和35年 (1960)に従来の区長制度を廃止し、
それを基盤に自治会制度を設け、自治会を組織化
した。町内会・部落会にかわって自治会という名
称、が一般化したのはこれ以後のことであろう。昭
和39年 (1964)には「那覇市行政末端連絡事務委
託規則」を制定し、地域自治組織の代表者 (f自
治会長」と称する)に市政の末端連絡事務を委託
し、市政の円滑な運営を図った(同規則第 1条)。
昭和44年 (1969)の国民生活審議会答申「コミュ
ニティ」以後、自治体のコミュニティ政策は全国
的に展開したが、那霧市もこの流れに輿し、また、
都市問題・高齢化問題・青少年問題・環境問題に
直面するなかで、自治会の活動を重視し、助成す
る姿勢を強め、住民の「自治会づくりJに積極的
に協力するようになった。
那覇市は、そうしたなかで、「自治会会則(例)J
も用意した。それによれば、自治会は「会員相互
の親睦と福祉を増進し、地域社会の向上発展をは
かることを目的とするJ(第3条)、fOOに在住し、
この会の目的に賛同する者を会員として組織す
る。 2.この会の目的に賛同し、その発展を助成し
ょうとする事業所または団体は賛助会員となるこ
とができる。 3.会員(賛助会員を含む)は、会長
に届け出ることによって、この会に加入及び脱退
することができるJ(第 5条)とし、また自治会
には班を置くとする(第6条)(f自治会事業概要」
平成5年度)。
平成5年 (1993)の那覇市の自治会の組織状況
は、表1の通りである。昭和17年 (1942)と比較
すると、いくつかの相違を容易に指摘することが
できる。第ーに、自治会が存在しない町・字が多
く、それはほほ那覇地区およびその周辺に集中し
ている。後に詳論するが、これと関連して、住民
の自治会加入率も、全閏水準をはるかに下廻る
34%にとどまっている。第二に、自治会は町や字
を単位として組織されているとは限らない傾向が
ある。それは、町・字の中に複数の自治会(例え
ば新・旧の自治会)が存在すること、町・字の中
に旧居住地の町・字の自治会が存在することを意
味している(特に真和志、小禄)。これも、全国
の町内会・部落会とは大きく異なる点である。第
三に、これと矛盾するようだが、しかし同時に、
町・字を単位とするような自治会も少なくない。
特に首里がそうで、町・字単位の自治会が多いよ
うに見え、これに新住宅地の新自治会が加わって
きた形になっているのである。沖縄本島の那覇市
以外の他市の場合は、市全域が町・字単位で自治
会が組織されているが、首里に限って言えば、こ
れに近いのではないかと思われる。そして、第四
に、全体として、那覇市は、旧那覇、首里、真和
志、小禄の各地区が今日なおそれぞれ地域の歴史
的な特徴を維持している、ということもあげてお
かなくてはならない。
那覇市は、要するに、自治会が住民の現住地の
町・字を単位に、市全域において、かつ全住民を
包括する形で組織されるという、いわば町内会・
自治会組織の基本型(少なくとも昭和17年当時は
そうであった)から大きく離脱している、と理解
することができょう。
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表 1 那覇市の住民組織(昭和17年・平成4年)
汀志良次町汀良 汀良町1.2. 3 汀良町46、汀良市営住宅86
大正初期 昭和17年 平成3年 平成4年度自治会 当蔵町 当蔵 当蔵町1.2. 3 当蔵町56
町字名 町内会 町丁字 (創立年月) 桃原町 桃原 桃原町1.2 桃原町46
部落会 名 鳥小堀町 鳥据 烏堀町 1-5 烏堀町73、鳥堀分譲団地位、
県営鳥堀市街地住宅89
I那覇、*は旧真和志] 真和志町 真和志 真和志町1.2 真和志町47
[天久・他] 曙1.2. 3 あけぼの団地85 山川町 山川 山川町1.2.3 山川町47
旭町 旭町 旭町 新川町 [南風原村]
安謝 安謝本 字安謝 安謝旬、安謝第一市営住宅86、 I小禄l
岡野60、住吉区73 宇栄原 赤嶺 字赤嶺 県営赤嶺団地88
天久 天久* 字天久 天久52 宇栄原 字宇栄原
上泉町 上泉町 泉崎1.2 泉崎2丁目82、泉崎1丁目白 [赤嶺] 宇栄原1.2. 3 宇栄原47、第二ゲート前75、
[天久] 上之屋* 字上之尾 'J、禄新町81、字大嶺48、字赤
〈通堂・他〉奥武山 奥武山町 嶺50、宇栄原団地67
下泉町 下泉町 小禄 小禄 字小禄 字小禄45、字当問47、字安次
上之蔵町 上之蔵町 嶺47、泉原77、鏡水宿舎89
久米町 久米町 久米1.2 久米61 小禄 l 琉生団地東雲65
天妃阿 天妃町 鏡本 鏡本 字鏡本 (軍用地)
久茂地町 久茂地町 久茂地1.2. 3 鏡原町 字鏡水47
[古波蔵] 古波蔵 字古i由蔵 具志 具志 字具志 字具志46
古波蔵3.4 古蔵向陽66、古蔵78、古蔵会 高宮城 高良 字高良
78、美回団地83 高良1.2.3 字高良61
[古波蔵] 楚辺* 字楚辺 [小禄] 出原 字国原 字田原79、小禄市営住宅87、
楚辺1.2 ニ中前61、美田64、楚辺l丁 字金城48
目91 当間 当問 字当悶 (軍用地)
辻町 辻町 辻1.2. 3 辻55 [高宮城] 宮城 字宮城 字宮城61
[古波蔵] 壷川第1.2* 字壷川 県営大橋市街地住宅81、壷川 安次嶺 安次嶺 字安次嶺 (軍用地)
市営住宅86 大嶺 大嶺 字大嶺
壷屋町 壷屋町 壷屋1 共栄65 [小禄] 金城 字金城
崇元寺町 崇元寺町 泊1.2.3 競本?
高橋町 高橋町 蚊原?
通堂町 通堂町 通堂町 I真和志地区1
西本町 西本町 西1.2. 3 三重城団地85 古波蔵 古波蔵 字古波蔵
[楚辺 ニ中前1.2* 字ニ中前 古波蔵2 古蔵78、大蔵会76
西新町 西新町1.2. 3 . 壷厘2 楚辺区48
東町 東町 東町 東町市営住宅臼 与儀 与儀 字与儀 宇栄原47
[与儀] 桶川本 桶)111.2 九区陸66 与儀 I
美栄橋町 美栄橋町 安里 安里 字安里 安里2区48.安里l区60、
前島町 前島町 前嶋1.2. 3 前嶋3丁目91 栄町65
[泊] 兼久 安里1.2 安里2区錦、安里l区60
牧志町 牧志町* 牧志町1.2. 3 上岡 上関 字上聞 県営上問団地86
[松尾] 県庁前* 上聞l 上聞52
{古波蔵] 松尾* 松尾1.2 西松尾71、松尾中央71 国場 国場 字国場 字国場46、桶1147、上国場旬、
松山町 松山町 松山1.2 若松市営住宅70 国場団地85
松下町 松下町 識名 識名 字識名 識名団地82
[天久・他] 港町1.2.3. 4 議名 1-4 議名59、識名市営住宅65
[安謝] 銘苅* 字銘苅 安岡82、銘苅市首住宅83 [安里] 大道 字大道 大道区50
山下町 山下町 山下町 山下町79、山下分譲住宅79 仲井問 仲井岡 字{中井真 仲井真46、仲井真ハイツ73、
若狭町 若狭町 若狭1.2. 3 若狭 lT目72、若狭市営住宅 新仲井真77、仲井真平和苑80、
79、めおと88、若狭92 仲盛84
垣花町 垣花町 垣花町 (寄宮・他〉 長田1.2 長田大倉ハイツ79、長田 l丁
恒花街1.2. 3 軍港・空港・自衛隊駐屯地) 目87
住吉町 住吉町 住吉町1.2. 3 [識名] 繁多川 繁多川
字小禄 繁多川 1-5 繁多川65、県営松川団地79
i首里] [真嘉比] 古島 字古島 松島66、古島団地71、字久増
赤田町 赤回 赤田町1.2. 3 赤田町60 86、古島87.わかあゆ9
赤平町 赤平 赤平町1.2 赤平町48 [識名] 真地 字真地 真地47、真地団地80
町端町 池端 池端町 池端町57 真嘉比 真嘉比 字真嘉比 真嘉比45
石嶺町 石嶺 石嶺町 1-4 石嶺町61、城東69、公務員首 松川 松川 字松川 松川区69
里、住宅位、石嶺団地70、立 松川1.2.3 松川住宅団地
川75、城東ハイツ76、石嶺ハ [大道・壷屋・繁多)1日 三原1.2.3 三原区59
イツ71、ひよい80、久場川町 [与儀] 寄宮 字寄宮 寄宮南部85
80 寄寓1.2. 3 宮城区南51、銘苅区67、平野
(末吉〉 大名 大名町1.2. 3 大名町48、大名第2団地71、 医73、宮城区89
大名むつみ69、大名住宅75
大中町 大中 大中町1.2 大中町78 1. 自治会は『市I町自村治下会部事組業織概整要備(状平況成I5昭年和度1)7]年那。覇市。 町内会・部落会
金城町 金城 金城町1-4 金城町58、崎山ハイツ70 は沖縄県 昭和17年と平成4年の
儀保町 儀保 儀保町 1-4 儀保町64 町丁字名品るいは町内会・自治会名は必ずしも対応しない。
久場川町 久場川 久場川町 久場川町80、久場川市営住宅 2.首里地区の石嶺、平良は明治39年に編入された字、末吉、大名は大正
3年真に成立した字。65 
3. 和志地区の1字編成後川字、(ま昭、がた成和楚は初辺立5期、) までに、行政区島(または行政字)崎山町 崎山 崎山町1-4 崎山町61 として、銘中苅.繁多川、壷 真地、大道、古、上之屋、樋川、
寒水川町 寒川 寒川町1.2 寒川町53 松尾、二 前、県庁前の12 さらに後に寄宮が加わった。
[西原村] 末吉 末吉町1.2. 3 末吉町49 4.自治会の所在地は平成4 年度の会長の住所に合わせてある o
平良町 平良 平良町1.2 平良町62 5.年表もあわせて参照。
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2.住民組織の伝統一昭和50年(1975)
噴までの歴史的蓄積一
沖縄の実質的な近代化が始まったのは、明治36
年 (1903)に土地整理法が完了し、また、大正9
年 (1920)に市町村制の改正が行われて、沖縄が
首里王府以来の「旧慣」制度から解放されるとと
もに、地方制度も本土並となって以後のことであ
る、とは一般に指摘されることである。『那覇市
史(資料編第2巻中の7).1 (那覇市・ 1979)も、
こうした認識のもとに、「明治も長い間温存した
琉球王府時代の統治単位の強固な結束力を持つ
村々も崩壊に向かい、以後はその旧態を窺うほど
に村々の自治が営まれていった」と言いつつ、昭
和51年 (1976)の時点において、那覇市の住民組
織(地縁組織)を廃藩置県直前まで、遡って調査し
ている。それは、那覇市を、旧首里区、旧西原区、
旧泊区、旧那覇区、旧真和市区、旧小禄区の地域
に区分し、それぞれの区内の地域社会(村または
町)の地域組織について、調査したものである。
これにより、住民組織の歴史的・社会的な蓄積に
ついて、われわれは多くのことを知ることができ
る。
(1) 町・村(字)には、近隣の人々が結合してい
るチンジュ(近所)とよばれる組・班の組織、サー
ター組(砂糖組)のような生産・出荷のための組、
区長等の役員から構成されムラジュリーとよばれ
る総会(長老会、戸主会、戸主常会、字常会、成
年会などの用語もある)など、住民組織をもっ地
域が多かった。特に、都市部(市街地)よりも農
村部において、その傾向がはっきりしている。
(2) 役員組織は、多くの町・村(字)に見いだす
ことができるが、どの町・村でも役員組織が存続
してきたとは必ずしもいえない。一般的な役員組
織を構成してみると、それは、およそ次のように
なるのではないかと思う。
首里では、大正初期(1920年の区長制度)から
終戦まで、ほほ、区長、書記、会計、班長、それ
に評議員の役員から構成されていた。旧来の惣頭、
村頭、提加勢などの用語も使用されていたようで
ある。区長は戦後は町内会長・自治会長とよばれ
る地位に相当する。真和志は、基本的にはこれと
同じで、終戦まで、ほぼ、区長、書記、会計、連
絡係(倉香、当番、倉当)、評議員ないし相談役
の役員構成であった。戦後は区長は自治会長と
なった。
小禄は、首里や真和志とは異なり、やや複雑で
ある。区長、頭(字頭)、筆者・書記、組責任者(ヤ
クミ、近所頭、組長)の構成は、基本的には同じ
と見られるが、区長や頭にはヤク小(区長小間使)、
若者頭(頭の雑用係・伝達係)、組責任者はサジ(ヤ
クミ補佐)といういわば助手役がついていること
が多い。区長は行政との連絡を担当している地域
の統治者である。頭・字頭は会計、財産管理、行
事責任者、共同作業などの役割を担う、部落の統
治者であり、あるいは区長の補佐役である。書記・
筆者は帳簿係であり、しばしば会計を兼務する。
都市部の那覇は、農村部の小禄や真和志とは大
きく異なり、また同じ都市部の首里とも異なって
いる。泊は「明治末から大正初期にかけて村の役
員組織が解消に向かい、大正8年 (1919)頃から
青年会が村の担い手になった」、「戦後は1950年2
月16日泊復興期成会が創立され、共有地の管理と、
泊地区の開放、その後の住宅整備に尽力した」と
いい、住民組織の担い手の交替とそれに代わる地
域復興団体の登場が伝えられる。那覇の西新町は
「本町から転出した者と他からの転入者の入り組
みで共同心に欠け、村としてのまとまりがなかっ
た」、「隣組は日中戦争の頃出来」て祭を行なった、
「クラブは西本町にあったが自治組織の行政的機
構はなかった。村ズリー[総会]はなかったが有
志が出て取り決めを行った。村を率先指導する村
頭、区長に当たる役員もなく役所から役人が来て
指導に当たったJ、「昭和の初期に町内会が結成さ
れ一人の町内会長が選出されたJという。実は、
武家の町・首里にも、「自治会、村頭たる引率者
はいないので御殿の広い家が集会所にあてられ、
長老の指示を仰いだJ([儀保])とか、「元の山川
は村組織はなかったJ([山)11]という地域がある。
『那覇市史(資料編第 2巻中の 7)Jには那覇の
住民組織については泊と西についてしか叙述がな
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いのだが、そしてそれは都市部では農村部よりも
自治組織が少ないということを必ずしも意味する
ものではないで、あろうが、それも手伝って、ここ
には、那覇や首里の都市部における住民組織は、
担い手の交替や組織そのものの欠知をはじめ、農
村部のそれとは大きく異なることが強く示唆され
ていることは否めない。
(3) 住民組織の一部として、年少(幼少)組、青
年団(会) ・処女会、婦人会、中年会、老人会な
どの年齢集団があり、その存在も大きい。青年団
(処女会)の役割は、夜廻りなどの治安、道路整
備や草刈、労力奉仕、清掃・掃除、祭事や盆踊り
の準備・参加、綱曳き、運動会への参加などで、
かなり重要な役割をはたしていた。特に運動会は、
もっぱら青年の役割となっていたO 幼少組(年少
幼組)もあり、これは綱曳きに参加している。婦
人会は生活改善・生活向上のための活動、祝事・
葬儀などの祭事における相互扶助、 3月3日の部
落親睦会主催、行事の進行係などの活動を展開し
た。老人会は清掃、模合、運動会・祭事への参加、
伝統芸能活動、旅行・遠足・部落行事相談役の役
割を担っていた。中年会は上問地域に見られるが、
録j1988)) 
字鏡水(明治末期から昭和17年頃まで)
区長 字の統括責任者
頭
役目(若者頭)
村役(サジ小)
評議員
大有志
班長
字の会計、村の行事、拝み事、
道の修理、奉仕作業等。
区長、頭の補佐、会合での接
待も兼務。
給仕。区長、頭の補佐、伝達
事項の伝言から雑用まで。
各班 (4班)から 3名。
区長経験者、議員経験者。事
務所建築等重要協議に参加。
婦人会/青年会/処女会
[村の協議は区長、頭、村会議員、評議員、役目
等のメンパーで決めた]
u鏡水80周年記念誌』鏡水自治会、 1983)
字大嶺(大正から昭和初期まで)
有志・評議員 字の議決機関。有志は村会議
員、区長経験者、村役場議員
経験者、字担任の教員。評議
員は有志会で推薦。
清掃と部落行事の運営に参加していたようであ 区長 字の行政の責任者。字の有
る。
役員構成の事例を二、三あげておこう。
天久
総頭(スーガシラ) 1人 [相談役]
区長(1人) 議員(1人)
協議人 (3-4人) 学識経験者
(必要に応
村人 じて含む)
(1)総頭は村の総責任者で、会計も兼任した。 (2)区
頭
役目
二歳頭
村役(給任)
近所頭
志・評議員で推薦。
字の会計。字の有志・評議員
で推薦。
区長、頭の補佐、字の年中行
事、治安の確保。
区長、頭の補佐、字の年中行
事、治安の確保。
区長、頭の補佐、伝達事項の
伝言が任務。字の有志・評議
員で推薦。
字の11の近所をおさめる頭。
近所で選出。
長は村の行事や祭事等を企画運営した。 (3)協議人 近所サジ 近所・頭の補佐。近所での連
絡が任務。は、区長の提案事項を協議した。議題によって学
識経験者を含めた。 (4)議院は村を代表して村政に
参加した。[村は総頭、相談役 (3-4名)、区長、
議員等、 7名くらいで運営されていた]
(天久資産保存会20周年記念誌『旧天久村の記
実行員 近所頭に同じ任務。近所頭の
形式化に対応。後廃止。
[字内の各種集団]青年団/処女会/婦人会
[字の漁業組合} 海の評議員/海頭/海サジ
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cr大嶺の今昔j字大嶺向上会・字大嶺自治会、
1983) 
(4) 町や村(字)の住民組織の中軸を成す役員組
織は、基本的には、会長、会計、書記、班・組の
地位・役割によって構成されてきたと見られる。
しかし、実際の役員組織は、これらの地位・役割
の組合せによって多かれ少なかれバリエーション
があることはいうまでもない。また、住民組織の
下部組織として班・組などを組み込んでいる地域
が多いが、必ずしも組み込んでいない地域もある。
しかし古くから存在する組は、おそらく、区長制
度や町内会・部落会制度(少なくとも昭和17年)
のもとに、班として組み込まれたように思われる。
さらに、住民組織は、武家町(屋敷町)、商人町(市
街地)、農村地域の相違によってもバリエーショ
ンが見いだされるであろう。
住民組織のバリエーションで比較的はっきり認
められ、かつ重要なバリエーションは、地元民と
流入層(沖縄でいわれる寄留民)の住民構成から
生ずるものである。戦前・戦後を通じ、 1975年頃
までは、那覇市およびその周辺において、流入人
口の増加により流入層の比重が大きくなった地域
は、特に那覇・真和志に多く見られるが、この流
入層(寄留民)の地元層による受け入れは必ずし
も一様ではない。住民組織への加入は容易に認め
られる場合もあれば、全く認められない場合、ま
たは限定っきでしか認められない場合もある。少
なくとも、流入層(寄留民)であるかどうかの地
元民の認識は非常に明確で、かつ歴史的にも長く
記憶される傾向がある。ヤードイ(屋取。士族の
農村への移住)も同様に考えていいであろう。こ
れは、同ーの家郷への帰属志向性の強さ、いわば
家郷志向性の強さを意味するものであり、多かれ
少なかれ住民組織の自足性あるいは閉鎖性に通じ
るものである。家郷志向性は、おそらく、旧来の
慣行・慣習の伝統や地元民の共有財産などの利害
に関連して生じるものであろう。家郷志向性や住
民組織の自足性(閉鎖性)は特別に那覇市や沖縄
県に限った現象ではないが、那覇市の自治会の把
握にとってはきわめて重要な意味をもっており、
再度言及することになろう。
家郷志向性ないし住民組織の自足性(閉鎖性)
を示唆する事例を『那覇市史(資料編第2巻中の
けから二、三抜き書きしておこう。
崎山(首里)
「部落には戦後外部から来た寄留民が全戸数の
3分の lを占めている。寄留民は自治に参加して
いるが部落民が行っているムエー「模合jには参
加せず交流がない。j
末吉(首里)
「自治会は戦前に、成年会から町内会に移行し
た。戦後の町内会は元からの地人で構成し戦後新
しく転入した者の加入は認めていない」。部落共
有の「芽山の外に部落有の竹山が・・.7、8千
坪あり、年に 1度部落中で山掃除して部落総世帯
数74軒で分けた。これらの部落共有地は現在[昭
和50年頃]も登記上は数名の代表者名義として部
落で運営し、那覇市へ公園、消防署、幼稚園とし
て貸し、年間多くの地代収入があり町自治会運営
の経費にあてている」。
天久(真和志)
「部落は米軍の土地接収にあい上之屋米軍基地
にあった村落が現在地へ移住した。この時平野区
は現在の寄宮305番地に移住した。これらは泊と
本部方面からの屋取りと寄留民であるから移住後
は交流がないJor現在天久の自治会は全世帯8百
戸のうち 3百戸ほどが会費を納入し、自治会に参
加しているJor約六千坪の部落共有地があり、資
産保存委員会[後述]が管理している。・・・保
存会員の資格は本来の部落民で、ヤードイは入会
することが出来ない」。
高良(小禄)
「明治以降の屋取はいないが、戦前まで5世帯
の寄留があり、 ・・・寄留民は部落へ2円の加入
金を納め部落民の資格を得て部落行事にも参加し
た。
昭和58年(1983)に行なった那覇市・仲井真(真
和志)の調査の報告で、谷富夫も、白治会につい
て興味ある事実を指摘している(鈴木康編『社会
分析17・大都市コミュニティの可能性』社会分析
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学会、 1988)。仲井真の住民構成は、定住化来住
層 1 (本島・離島→那覇市→仲井真)、定住化来
住層 2 (那覇市内「土着層J→仲井真)、一過性
来住層(地域的・階層的若年流動層)および仲井
真土着層のモザイク的構造の「寄り合い世帯」で
ある。仲井真自治会は土着層の自治会で、仲井真
ハイツを除く仲井真校区の約500世帯のうち80世
帯が加入しているのみである (r平成 5年度・自
治会事業概要』でも81世帯加入とあり、『平成 2
年度・自治会事業概要』では集会所12坪 [120坪
ではない]所有とある)。仲井真自治会には「戦
後の寄留者は加入できず、先祖代々の住民、すな
わち出身地を同じくする同一門中だけの集まりで
ある。それでこの自治会がやっていることは、主
として伝統的な祖先崇拝の宗教行事で、会長以下
役員がおり、会費も徴収しているが、自治会組織
としての活動計画や予算書はないのである。
フォーマルな地域団体というよりも、むしろ血縁
集団に近いことが、来住者が入れない本質的な理
由なのであるJ(P256)。仲井真ハイツ自治会は
仲井真自治会に加入できなかった新興住宅住民層
の自治会であり、「寄り合い世帯」だが団結力は
強く、市の市民憲章協議会から表彰されたことも
ある。仲井真自治会は閉鎖的(加入不可)と思つ
でおり、共有財産も相当もっているらしいと推測
しているという (P255-256)。
3.自治会成立史一戦後から今日までー
第2次大戦後、廃虚化・軍用地化した那覇市に
あっては、町内会・部落会等の住民組織の結成は
いわばゼロから新しく出発せざるを得なかったと
ころが多かったにもかかわらず、町内会・部落会
は終戦直後からすでに結成を開始している。町内
会・部落会は、本土とは異なり、 GHQによって
解散・禁止(ポツダム政令第5号)を命じられる
ことはなかった。本土においては、昭和22年(1947)
に町内会・部落会の解散・禁止が公布・施行さ
れ、表向きは消滅する形となったが、沖縄は、
GHQの「若干の外郭地域を政治上、行政上日本
から分離することに関する覚書J(1946) により、
日本法令の適用から除外され、町内会・部落会は
終戦後も従前通り組織することができたのであ
る。すでに指摘したように、今日の那覇市の自治
会は、昭和35年 (1960) に、従来の区長制度を基
盤に、新しく組織化されたものである。その区長
制度は旧来の自治組織と結合したものであるとす
れば、琉球王政府の頃からの住民組織の伝統が今
日につなカfっていることになる。
平成4年 (1992)現在で那覇市の自治会の成立
時期を10年単位で追ってみると、那覇市の自治会
は、全体としては、戦後の20年代に今日の自治会
の20%以上が結成され、その後漸増するという歴
史をたどっている。もっとも、地区によって相違
がある。その歴史を地区ごとに追って見ると、次
のようなことが知られる(表2。表1と年表も参
照)。
(1) 那覇地区は、結成自治会が昭和20年 (1945)
代は非常に少なく、 30年 (1955)代から増え、 40
年 (1965)代にピークを作っている。これは、米
軍が接収した土地を解放・移住許可した時期と関
係しているであろうし、 40年代のピークは新しい
住宅の増加に見合うものであろう。
戦後、米軍は那覇市全域を接収したが、那覇市
表2 那覇市自治会の創立年(1992年6月1日現在)
那覇 真和志 首里 小禄 合計
1945-1954 1 (2.9) 10(26.3) 8(24.2) 9(45.0) 28(22.2) 
1955-1964 7(20.5) 3(7.8) 8(24.2) 2(10.0) 20(15.8) 
1965-1974 8(23.5) 10(26.3) 8(24.2) 2(10.0) 28(22.2) 
1975-1984 11(32.3) 8(21.0) 8(24.2) 4(20.0) 31(24.6) 
1985-1992 7 (20.5) 8 (21. 0) 1 (3.0) 3 (15.0) 19 (15.0) 
34(100.0) 38(100.0) 33(100.0) 20(100.0) 126(100.0) 
那覇市「自治会事業概要J(平成4年)から作成
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内への移住許可は、査屋(1945)に始まり、以後、
真和志村、小禄、寄宮、.安謝 (1946)、東町、天
久 (1947)、若狭、辻、松山、久米、壷川、若狭、
壷川 (1951)、久茂地(1952)、若狭、西新町(1953)、
査川、久茂地、若狭、具志、宮城、辻 (1954)、
松下、前島、古島、松下町、泊 (1955)、山下 (1968)、
天久 (1985、1987) とつづき、土地の一部または
全部が解放されたが、件数だけでみると昭和20年
代が非常に多い。特殊行政区域・みなと村は真和
志村の楚辺¥古波蔵¥壷JI¥二中前¥松尾、
県庁前と那覇市の山下、通堂¥奥武山公園、上
泉(権は一部地域)をもって設置 (1947) され、
ここでも旧住民の帰住は規制されたが、みなと村
は間もなく那覇市に併合された。昭和20年代のこ
とである(1950)。ちなみに、みなと村は 7行政
区に分けられ、区長もおり、連合婦人会、連合青
年会等の団体も活動した(盛根一郎編『特殊行政
区域・みなと村のあゆみ<資料編>-1947.5-
1950.7J)。
那覇地区の自治会の結成は、この昭和20年
(1945)代は非常に少なく、天久 ('52) だけで
あるのも、当然なのかも知れない。昭和30年(1955)
代には、辻 ('55)、安謝 ('58)、岡野 ('60)、久米、
二中前 ('61)、東町市営住宅 ('63)、美田 ('64)
等が結成され、旧字を冠する自治会にまじって、
すでに新しい住宅地の自治会も登場するが、以降、
那覇地区の自治会の結成は、共栄 ('65)、九区陸、
古蔵向陽 ('66)、若松市営住宅 ('70)、西松尾、
松尾中央 ('71)、若狭 ('72)、住吉区('73)、古蔵、
古蔵会 ('78)、山下町('79)、山下分譲住宅、若
狭市営住宅 ('79)、県営大橋市街地住宅 ('81)、
泉崎2、安岡 ('82)、泉崎 1、美田団地、銘苅市
営住宅 ('83)、あけぼの、三重城団地 (85)、壷
川市営住宅、安謝第一市営住宅 (86)、めおと (88)、
楚辺 1、前嶋 3 ('91)等に見られる。しかし、
自治会は、人口が増加するほどには増加せず、し
かも、少数ながらも、旧字の地域を細分化するよ
うに、多様化の方向を見せているように思われる。
(2) 真和志地区は、戦後20年 (1945)代と40年
(1965)代にピークをイ乍っている。
昭和20年代の自治会の結成は真嘉比 ('45)、イ中
井問、字国場 ('46)、真地、樋川 ('47)、楚辺区、
安里 2区 ('48)、大道区 ('50)、宮城区南 ('51)、
上間 ('52)等である。以下、三原区 ('58)、識名
('59)、安里I区 ('60) とつづくが、このあたり
までは、那覇市から比較的遠い地域における、旧
来の旧町・字を冠する自治会が主役になってい
る。
自治会の結成は、昭和40年から目立って増加し
ている。繁多川、栄町、上回場、識名市営住宅('65)、
松島 ('66)、銘苅区 ('67)、松川区 ('69)、古鳥
団地 ('71)、平野区、仲井間ハイツ('73)、大蔵
会 ('76)、新仲井間 ('77)、県営松川住宅、長田、
大倉ハイツ ('79)、仲井関平和苑、真地団地 ('80)、
識名団地 ('82)、仲盛 ('84)、寄宮南部、固場団
地 ('85)、上問団地、宇久増 ('86)、長田 1、古
島 ('87)、宮城区 ('89)、わかめ ('90)等がそれ
である。 40年以降の自治会の結成には那覇市の都
市化の影響が反映している部分が大きい。
(3) 首里地区は、平均した増加を示してきたが、
昭和60年 (1985)代に入ってからほとんど増加し
ていない。
首里地区の特色は、戦後の昭和20年 (1945)代
から旧字を冠する自治会が増加し、今日の平成2
年 (1990) までに、かつての旧字名をもった自治
会がすべて揃っているということである。汀良町、
桃原町(羽)、山川町、真和志町 ('47)、赤平
大名町 ('48)、末吉町 ('49)、寒川町 ('53)、当
蔵町 ('56)、池端町 ('57)、金城町 ('58)、赤田
町 ('60)、石嶺町、崎山町 ('61)、平良町 ('62)、
儀保町 ('64)、鳥堀町 ('73)、大中町 ('78)、久
場川町 ('80)等がそれである。
もちろん、久場川市営住宅 ('65)、大名むつみ、
城東 ('69)、崎山ハイツ、石嶺団地 ('70)、大名
第二団地、石嶺ハイツ ('71)、立川、大名市営住
宅('74)、城東ハイツ ('75)、ひょい ('80)、公
務員首里住宅、鳥堀分譲団地 ('82)、汀良市営住
宅 ('83) などの新しい住宅地の自治会と思われ
るものも多い。
(4) 小禄地区は、戦後20年 (1945)代に、字小禄
('45)、具志 ('46)、宇栄原、字安次嶺、字当問、
字鏡水 ('47)、字大嶺、字金城 ('48)等、すでに
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現在の自治会の45%ほどがいち早く結成されてい
る。また、字赤嶺 ('50)、高良、字宮城 ('61)な
どもつづいて結成され、首里地区と同じように、
旧字名の自治会がすべて登場している。もちろん、
人口増加にともなって、東雲 ('65)、宇栄原団地
('67)、第 2ゲート前 ('75)、泉原 ('77)、字田
原 (79)、小禄新町 ('81)、小禄市営住宅 ('87)、
県営赤嶺団地 ('88)、鏡水宿舎 ('89)等、新しい
自治会の結成も見られる。
小禄地区は、戦後、大嶺、鏡水、赤嶺、金城、
安次嶺、当問が100%軍用地に接収され、高良、
宇栄原、田原、小禄も住宅地以外の田畑を接収さ
れ、全体としては、総面積の83%の土地が接収さ
れた。そのため、大嶺、鏡水、金城、安次嶺、当
聞の 5ヶ字は、新しい住宅地を求めて「新部落建
設期成会」を結成し、苦労を重ねて、現在の新部
落を誕生させた(土地は旧字面積比で割当てられ、
単位は門中であった)。この土地問題はおそらく
自治会の結成を促進させたと見ていいだろう。
「新部落建設期成会」が琉球政府行政主席にあて
た「新部落建設移動に関する陳情書jには、小禄
村長をはじめ、字鏡水、字安次嶺、字大嶺、字当
聞の各区長の氏名も見られる(小禄村誌発刊委員
会『小禄村史』平成4年)。こうした事情から、
小禄地区の自治会には、いわば同郷(旧字)出身
者およびその親族(分家)によって構成され、会
員が必ずしも同一地域に居住しているとは限らな
い、いわゆる郷友会の性格をもっ自治会が少なく
ない、という点に留意しておく必要がある。われ
われは、このような自治会を郷友会型自治会とよ
ぶことにするが、これについても後述する。
那覇市は、自治会の組織がない地域が少なくな
い都市であり、特に那覇地区・都心部にそれが集
約的に現れているわけだが、その都心部の泉崎1
丁目に昭和58年(1983)に自治会が創立された。
この事例はいろいろの意味で十分注目に備する。
初代会長は「これまで幾度か自治会結成の動き
はあったようですが、那覇はナーハイパイで、そ
んなものが出来る筈がないなどと笑う意見もあり
ました」と書いている。(“自治会に入会を"ご協
力おねがい〉の見出しで r<相互の親睦と福祉を
増進し、地域社会の生活向上と発展をはかる目的〉
で自治会が発足しました。明るく住みよい立派な
環境づくりは、私達在住している者の責任と義務
だと常日頃考えています。〈ナーハイパイ〉では
諸問題の解決や安心して住める町づくりはむつか
しいことだと思います。」という一文が入った「自
治会入会申込書jも見られる。持家や共同住宅の
住民だけでなく、事業所にも加入をよびかけて、
平成4年 (1992)現在、一般会員194名、賛助会
員(事業所)27名、計221名となっている。すで
に自治会よりも先に結成され子供会、子供育成会
を昭和60年 (1985)に合併し、昭和49年 (1974)
に結成された婦人部も参加している。多様な活動
を展開し、「泉崎1丁目自治会の歌」も制定した。
現自治会長は、創立10周年を迎えて、泉崎 1丁目
「自治会は、地理的にも市の中心に位置し、行政・
金融・会社等の立地に恵まれ、住宅地としても、
好条件を有しています。市庁舎の移転等で、難し
い問題を抱えておりますが、都心商業の活性化、
都心居住政策の人口呼ぴ戻しの視点、から考えて、
当自治会の責務もまた重くなるものと思います」
と挨拶した (r泉崎1丁目自治会創立10周年記念
誌』泉崎 1丁目自治会、 1993)。
泉崎1丁目自治会結成の過程で注目したい一つ
は、 300年の歴史をもっという那覇大綱引への泉
崎住民の参加や子ども会・育成会の結成が、白治
会の結成につながっているということである。二
つは、自治会活動は、その創立当初から学事奨励
会を重視しており、それは明治35年 (1902)に始
まる「泉崎学事奨励会の活動jにちなむものであ
るということである。いずれも地域社会の伝統と
子供の育成にかかわる活動で、これが自治会結成
の背景にある。泉崎1丁目初代会長がいう那覇の
「ナーハイパイJ(離ればなれ)の社会的状況の
なかで、「出来る筈がない」自治会が出来たこと
になる。
いつの頃からか、またいつの頃までか分からな
いが、那覇は「ナーハイパイJ(離ればなれ)、首
里は「スリジュリJ(仲良くやろう)、泊は「クン
クルパアシェJ(自分がよければよい)と言われ
たものらしい。現在の自治会の加入率から見ると、
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当らずとも遠からずの印象も与えるが、もとより
確かめようがない。ただ、「ナーハイパイ」とい
うような言説が現在でも人の口にのぼるなかで、
そして都心という場所で、自治会が結成されたこ
との意味は大きい。人口減少がつづくなかで結成
された自治会の今後が特に注目されることになろ
つ。
4.自治会の加入状況
那覇市の自治会は、平成4年 (1992)現在126
自治会を数え、加入世帯は34%にとどまっている
(以下、那覇市の自治会関係のデータは「自治会
事業概要」那覇市の平成2年度版・ 5年度版によ
る)。那覇市は自治会の組織がない地域が少なく
ない都市であると同時に、住民に自治会への加入
率がきわめて低い都市である。
この自治会の加入率は、那覇市が事務委託契約
を締結している自治会を対象としているものであ
り、したがって、これは、当然他の自治会はもち
ろん、自治会に類似の住民組織(通り会、隣組)
の存在を否定するものではない。実際に、那覇市
と契約していない、したがって那覇市が作成した
「自治会事業概要」には掲載されない自治会が、
いくつか存在しているといわれる。それにしても、
那覇市の自治会加入率は、他の都府県を考えると、
きわめて低い。那覇市か調べた全国都市の資料に
よれば(表3)、自治会形成率(組織率?)は、
1990年現在で、最高は豊田市の94.3%だが、最低
でも旭川市の75.6%であり、東京・中野区も推定
で60%-70%であって、これ与の都市に比較して
那覇市の33.2%ははるかに及ばない。ちなみに、
昭和60年度 (1980)に全国のすべての市区町村を
対象にした自治省の調査によれば、市区町村のす
べての区域に町内会・自治会等の住民自治組織が
組織されている市区町村は87.8%、ほとんど(9 
割以上)の区域に組織されている市区町村は9.1%
であり、日本全国ほとんどの自治体のほぼ全域に
町内会・自治会等の住民自治組織が存在している
( [組織率])。しかも、ほとんどすべての世帯(9 
割以上)が加入している市区町村は95.4%、3分
の2以上9割以下3.8%で、 9割以上の加入率が
普通である。加入率3分の2以下は0.5%、3分
のl以下は0.2% (5自治体)に過ぎない([加入
率]0 r町内会・自治会等の住民自治組織の研究」
『行政システム研究'83I j 1983、行政システム
研究所)01980年度の調査であるが、その後の推
移に大きな変化はないと思われる(朝日新聞社
r AERAJ 1992年によると、 1992年の全国200の
自治体調査では、町内会加入(世帯)率は全国
89.5%、特別区75.4%であるという)から、自治
会の加入率においては、那覇市 (33.2%)はごく
少数の自治体のーっという位置を占めることにな
る。
さて、那覇市の自治会加入率はこの10年間ほと
んど変化はないが、地区毎に見ればかなり差があ
り、平成4年 (1992)現在では、那覇地区が20.4%
で最も低く、首里地区が51.0%で最も高く、真和
志地区と小禄地区は37.3%、34.3%で、その中間
にある(表4)。
まず、那覇地区は加入率が最も低い地域である
が、実は多くの地域(町丁字)、すなわち久茂地、
表3 自治会形成率の推移
1988 1989 1990 
ー-------帯『ーーー..ーー』ーーー』咽a・・・・・・ー ーー -ー------ー 帽ー明F・...ー .曹司帽胃帽ー -ーー ーー ーー ーー ーー ーー -ー ーー ーー ーー
那覇市 34.5 33.4 33.2 
旭川市 78.1 75.9 75.6 
奈良市 92.5 92.5 92.9 
藤沢市 86.3 85.7 85.0 
高槻市 85.9 84.7 83.8 
吹田市 78.8 78.7 76.8 
浦和市 85.8 85.7 86.4 
川口市 95.0 91. 7 91.5 
西宮市 83.7 83.6 83.3 
明石市 92.0 91.0 90.0 
高松市 88.1 88.0 86.7 
豊田市 94.0 94.1 94.3 
尼崎市 84.5 84.0 84.6 
札幌市 83.8 83.0 81. 7 
高知市 81 81 
中野区 (加入率的ー 70%推定)
神戸市 85 
静岡市 96.7 96.9 94.1 
八王子 79.0 80.9 79.8 
浜松市 97.0 96.7 96.5 
那覇市『那覇市コミュニティ振興計画策定調査報告書j
1991 
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表4 自治会加入率、自治会数等
自治 管内 加入
1983 1992 
会数 世帯 世数
那覇 16.5 20.4 34 32，1616，581 
首里 56.1 51.0 33 18，093 9，229 
真和志 40.7 37.3 39 37，614 14，052 
小禄 32.5 34.3 20 15，575 5，348 
全体 32.7 34.0 126 103，443 35，210 
那覇市 「自治会事業概要J(平成2年度/4年度)
若狭、久茂地、松尾、壷屋、久米、楚辺、査川、
泊、西、前嶋、牧志、松山、港町などの地域にお
いては、自治会の組織そのものがほとんど存在し
ていない。これが那覇地区のもっとも大きな特色
である。これらの地域は卸売・小売、金融・保険、
サービス業等の事業所が集積している那覇の中心
部である。大戦後、米軍からの土地解放とともに、
流入層の寄り合い世帯的な地域形成が行われたと
ころである。 1965年以後でみると、那覇地区は真
和志地区とともに、人口減少・停滞の傾向があり、
業務地化が目立っている。
真和志地区は、大戦後、隣接する那覇市の壷屋
の復興を契機に、急激に都市化が進行したところ
である。真和志地区は、全体として、高い加入率
の自治会がある地域、低い加入率の自治会がある
地域、自治会のない地域が混在している。仲井真
平和苑、県営松川団地、識名団地、仲井真ハイツ、
大蔵会、新仲井真、国場団地等は100%、宮城区、
三原区、仲盛、上問団地、古島団地、長田 2丁目
大倉ハイツ、識名市営住宅、真地団地等は80%以
上の加入率の自治会である。古島、松島、字久増、
繁多川、字上問、真地、仲井真、長田 1丁目、寄
宮南部、古波蔵等、 50%以下の加入率の低い自治
会もある。しかし、与儀、壷屋、寄宮、識名など、
那覇地区に近接する地域では、自治会の組織その
ものがない所も多い。
首里地区では、自治会の存在しない地域は少な
く、那覇地区とは対照的である。しかし、それに
もかかわらず、自治会加入率が51%にとどまって
いるのは、もちろん加入しない住民が多いことを
意味する。自治会単位の加入率でみると、那覇北
部周辺部には、末吉町、石嶺町、平良等、 40%以
下のかなり加入率の低い自治会もある。 1965年以
後でみると、首里地区は小禄地区とともに、人口
増加の傾向が顕著である。首里地区は、旧来の伝
統のある市街地域や農村地域に、団地も含めて新
しい住宅地が多様に混入・拡大した地区であると
いっていいであろう。
小禄地区も、首里地区と同様、軍用地を別とし
て、ほとんどの地域に自治会が存在する。それで、
も、加入率が34%しかないのは、やはり加入者が
少ないことになる。
小禄地区には、郷友会型自治会があるため、当
然ながら居住地域単位の加入率は正確には算出で
きない。小禄地区全体の、自治会の加入率34%と
いうのも、厳密に言えば正確ではないかも知れな
い。ただ、琉生団地東雲、字字栄原団地、小禄市
営住宅、県営赤嶺団地等の集合住宅地の加入率は、
居住地域単位の加入率とみられるが、80%以上で、
概ね高くなっている。もっとも、小禄にかぎらず、
どの地区にせよ、集合住宅(市営、県営、公務員
住宅、マンション等)は、加入率は非常に高いの
が多しミ。
自治会の加入については、那覇市「市民意識調
査J(2年毎年に実施)においても、「お宅では自
治会(通り会、隣組合む)に加入していますか」、
加入していない場合、「お宅では自治会に加入し
ていないのはどんな理由からですか」という質問
を行ってきた。
平成5年 (1993)の「市民意識調査Jによると、
加入者は44.2% (←1991年48.1%)にとどまり、
非加入者は50.3% (←1991年51.2%)で半数を越
えた。那覇市全体の自治会加入者は、やはり小さ
いことが裏付けられている。地区別では、加入者
の比率は、那覇地区37.2% (←1991年36.9%)、
真和志地区35.7% (←1991年43.7%)、首里地区
65.2% (←1991年71.6%)、小禄地区49.6% (← 
1991年49.6%) となっていて、やはり首里がもっ
とも高い加入率を示しているが、真和志がもっと
も低い加入率を示している(表4の自治会資料で
は、那覇がもっとも低い)0 2年前と比較すると、
加入者は、全体として 4%ほど減少し、首里も
6.4%、真和志は 8%も減少した。いわば「自治
高橋:沖縄県那覇市の住民組織について 165 
会ばなれ」が続いているのである。
何故、自治会に加入しないのか。住民が回答す
る非加入の理由は、「自治会がないJ33.4% (← 
1989年43.4%)、「別に理由はないJ30.7% (← 
1989年23.3%)、「時間的にゆとりがないJ12.1 % 
(←1989年11.5%)、「必要を感じないJ8.1% (← 
1989年7.3%)、「わずらわしいJ3.4% (←1989年
2.6%)、「永住する気がないJ3.0% (←1989年
3.3%)というものである(表5)0 r自治会がない」
とする回答はやはり那覇に多く、首里に少ない。
全体として「自治会がない」とする回答がもっ
とも大きい理由になっているが、しかし、それは
少しずつ減少してきて、それ以外の理由が増加し
ている。これは注意を要する。自治会があっても、
加入するとは限らないことを示唆しているからで
ある。今「自治会がないJという理由以外の理由
を「自治会はあるけれども加入はしていなしリと
いう理由に一括できるとすれば、その比率は、非
加入住民のなかで63%に上り、非常に多い。これ
を那覇市全体の比率に算出し直してみると、那覇
市の住民の34%は、自治会があるにもかかわらず
加入していなし、。地区別では、真和志38.4%、那
覇37.2%、小禄34.6%、首里22.0%の順位に並ん
でいる。真和志地区の非加入の比率がもっとも大
きく、しかも加入の比率を上廻っている唯一の地
区であり、真和志地区は自治会があっても、加入
しない傾向が強い。この傾向は真和志地区につい
で那覇地区が強いようである。これに対して、首
里地区の非加入はもっとも小さしいわば自治会
があれば加入する傾向が強い。
衰5 自治会に加入していない理由
自治会がある 自治会がない
加入 非加入 非加入 D.K 
全市 44.2 33.5 16.8 5.5 
那覇 37.2 35.1 23.8 3.9 
真和志 35.7 38.4 17.9 8.2 
首里 65.2 22.0 7.7 5.2 
小禄 49.6 34.6 12.7 3.1 
『市民意識調査報告書j(平成5年度、那覇市)から作
成。自治会がある・非加入=r別に理由はないJ、「時
間的にゆとりがないJ、「必要性を感じない」、「わずら
わしい」、「永住する気がない」、「その他」。
日本全体では高い筈の自治会加入率が那覇市で
はかなり低いというならば、那覇市住民は日常、
どんな集団参加の仕方をしているのか、という疑
問も生じよう。これについては、福岡市、東京都
(千代田区)、那覇市(開南校区=久茂地 1、松
尾1.2、泉崎1.2、旭町、字壷JlJ)の集団参加の比
較調査では、那覇市は同郷会(郷友会) ・同窓会
36.2%の集団参加がもっとも高く、頼母子講(模
合)も30%を越え、自治会は30.9% (3市中最下
位)である、という結果になっている(鈴木庚編
『社会分析17・大都市コミュニテイの可能性』社
会分析学会、 1988)。那覇市では、郷友会や模合は、
集団参加のなかで、自治会を越える、大きな比重
を占めている。この事実は、那覇市の集団参加の
特慣を端的に示すとともに、きわめて重要な問題
を含んでいるが、ここでは簡単に触れるだけにと
どめておこう。
5.自治会加入方法の特徴
那覇市における自治会への加入方法にも重要な
意味をもっ特徴がある。
那覇市内の全自治会 (125) を対象に、自治会
への転入者の入会方法について訊ねた調査(那覇
市『那覇市コミュニティ振興計画策定調査報告書J
1991。調査時点は1990年?、回答72)によると、
入会方法は、T自動的に会員になるJ15.3% (11)、
「強く入会勧誘J4.2% (3)、「一応は入会をすす
めるJ41. 7% (30)、「転入者の自主性にまかせ」
26.4% (19)、「その他J8.3% (6)、「無回答J6.9% 
(5)となっている。
これらの回答は、大きく 3つに分けることがで
きる。第一は「自動的に会員になるj全戸加入型、
第二は入会勧誘あるいは「自主性Jによる任意加
入型、第三は「その他」となっている郷友会型(加
入制限型)である。
第一の全戸加入型自治会は15%に過ぎず、非常
に少ない(ほとんど集合団地)。周知の通り、本
土の町内会・自治会の場合、通常は、その地区に
居住するという地縁を契機に自動的(または半強
制的に)に会員になる場合が多い。町内会の定義
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上の「一定地域居住に伴い加入は半強制的または
自動的Jという特質は基本的には今日なお通用す
る捉え方である(中村八朗「町内会Jr新社会学
辞典.11993)。そうだとすれば那覇市の自治会は
この点でまず本土とは大きく異なることになる O
第二の任意加入型自治会は72.3%で非常に多
く、那覇市のいわば普通型であり、先にあげた那
覇市の自治会規約例に見合うものでもある。加入
方法としてなかでも多いのは「一応は入会勧誘」
(4l. 7%) という消極的方法であるが、「自主性」
(26.4%)がこれにつづいている。「自主性」も
ある意味では消極的方法である o ["強く入会勧誘J
(4.2%)は非常に少ない。こうしてみると、任
意加入型自治会といっても、大勢としては、自治
会の転入者に対する加入についての態度は消極的
であるといっていいであろう。この消極的態度は
少なくとも間接的には自治会の自足性(閉鎖性)
を維持する機能を果たすものであると思われる。
しかし、この任意加入型は第三の郷友会型(加
入制限型)との関連で理解しなければならない一
面をもっている。郷友会型は「親戚の推薦J、「郷
友会」、「厳選」等によって会員の制限を行う臼治
会であり、われわれが郷友会型自治会と呼んだ自
治会がそれにあたる。郷友会型自治会は8%程度
で非常に少なくしか出ていないのだが、実は、任
意加入型自治会も多かれ少なかれ郷友会との関連
をもっている場合が少なくない。第三の郷友会型
自治会については特に説明治手必要で、あろう。以下、
しばらく郷友会型自治会について検討し、再び任
意加入型に言及することにする。
その前に、全戸加入型、任意加入型の事例を見
ておく。
汀良町自治会会則 [全戸加入型自治会]["本
会は会員相互の親睦、融和を計り福祉増進、生活
の向上、環境衛生及び文化活動を盛んにして市政
に協力明るいすみよいまちづくりを目的とする」
(第2条)、「汀良町に居住する世帯主はすべて会
員となり、転居と同時に脱会する。間借り人であっ
ても住民登録した世帯主は会員となる。但し、学
生は除くJ(第 3条)、「本会の運営は会員、臨時
会費、寄付金及びその他の収入をもって充てる」
(第 5条) (汀良町自治会『和・自治会の歩みJ
1982 ? ) 0 
久場I1市営住宅自治会会則 [全戸加入型自治
会]["本会は全世帯相互の親睦、扶助、福祉増進
及び生活の向上、環境衛生及び文化教育の向上を
図ることを目的とするJ(第2条)、「本会は久場
川市営住宅に居住する全世帯を会員として組織す
るJ(第3条)、「世帯主は入居と同時に本会の会
員となり、転居と同時に脱会するものとすJ(第
4条)、「本会の運営費入会金、会費、臨時会費、
寄付金及びその他の収入をもって充てるJ(第四
条)。
壷屋・共栄自治会規約 [全戸加入型+任意加
入型]["本会は共栄自治会内においての居住者及
び事業を有する者並ぴに本会の主旨に賛同する隣
接の希望者を以って組織するJ(第 2条)、「本会
は下記項目の達成を計るを目的とする。l.本自
治会の発展を計り会員相互の福祉と共に親睦を期
すJ(第4条)、「本会の経費は下記の方法による。
l.会費、 2.寄付金及び雑収入J(第6条)。
郷友会型自治会は、会員が同郷(旧字)出身者
およびその親族(分家)によって構成され、した
がって必ずしも同一地域に居住しているとは限ら
ないが(そのため、居住先の自治会にも所属し、
いわば二重所属の場合も生じる)、少なくとも同
郷であることを心情的な終として結合している。
それは、しばしば土地、建造物(集会所、貸家、
駐車場等)、あるいは御獄[ウタキ]を共有・管
理していて、その共有財産の所有・管理カ礼、情的
な緋を一層強固にしている。自治会会費も共有財
産の収入で賄うことができ、会費を徴収しなくと
も済むのだが、転入会員がいる場合等の理由で、
会費は徴収することがある。また、共有財産の収
入により、自治会の婦人会、青年会、老人会に対
し相当の補助を行っている。ちなみに、沖縄では
自治会や字が共有財産をもっ現象は普遍的に見ら
れるが、それはGHQの「覚書J(1946)により、
日本法令の適用から除外されたからである(仲地
博「属人的住民自治組織の一考察一沖縄県読谷村
高橋:沖縄県那覇市の住民組織について 167 
の事例一Jr憲法と地方自治.11989)。郷友会型自 である筈だが、郷里が異郷化するなかで、否応な
治会は、その組織原理からすれば、当然のことと しに郷友会の性格を強く帯ぴてきたものである。
して、その成員を限定する性格をもっているので この場合も、旧来の自治会とは別に、旧来のその
ある。 会員(同郷者、土着層、在来層、先住者等ともい
6.郷友会型自治会
郷友会型自治会の理解を深めるためには、これ
を類型化して考えた方がよいであろう。原理的に
いえば、郷友会とは、郷里の土地を離れた出郷者
が、出郷先の異郷人の多いなかで、同郷出身を緋
として結成した集団である。もちろん、郷里には
自治会等の住民組織は存在し、郷友会と郷里の自
治会との交流もある(沖縄社会では今日でもそう
である)。これを基本にして、いくつかのバリエー
ションを考えることができる(図1)。
まず、郷里の土地が軍用地化等によって、住民
のすべてが出郷を強いられ、その出郷者が移住先
で集団を結成したとする。この集団は、もちろん、
出郷先で、同郷を鮮に作った郷友会であるが、郷里
を離れていなければ自治会となった筈の集団でも
ある。これが郷友会型自治会であるが、自治会と
郷友会の組織が別々に作られ、自治会の会員が郷
友会の会員と同じに限定されるか(離郷限定型)、
限定されないか(離郷非限定型)、分けられる。
自治会員と郷友会員が同一に限定される場合(離
郷限定型)が郷友会型自治会の第一型である。
もう一つは、これとは逆に、住民は郷里の先祖
伝来の土地を離れず居住しつづけるのだが、郷里
の都市化の進行により転入者・異郷人が増加する
なかで、自治会等の住民組織を旧来通りそのまま
維持しつづけ、転入者を会員として簡単には容認
しない場合である。これは、本来は自治会の集団
自治会=郷友会
離郷限定型 在郷限定型
離郷 在郷
離郷非限定型 在郷非限定型
自治会宇郷友会
図1 郷友会型自治会の析出
われる)だけで、郷友会を作る場合があり、転入
者を旧来の自治会の会員として容認しないか(在
郷限定型)、容認するかで(在郷非限定型)、分け
られる。容認しない場合(在郷限定型)が郷友会
型自治会の第二型である。
厳密に言えば、離郷限定型と在郷限定型は郷友
会型自治会といえるにしても、離郷非限定型と在
郷非限定型は郷友会型自治会とはいえない。しか
し、この離郷非限定型と在郷非限定型は、実際に
は、多かれ少なかれ郷友会型自治会に近い性格を
もっ傾向にある。というのは、いずれも、郷友会
と自治会との関係が多かれ少なかれ存在するから
である O
これらの郷友会型自治会は、いわば論理的な型
であるから、現実にはそのまま適用できないが、
これを念頭に少し具体例を見ることにしよう。
小禄地区には、赤嶺、安次嶺、大嶺、金城、高
良、具志等の郷友会型自治会(離郷限定型)がい
くつか存在する。これらの自治会の存在は、通常
の自治会であると同時に郷友会であり、両方の性
格をもっ団体である。これらの郷友会型自治会は、
自治会としての活動を展開するとともに、旧字の
共有財産(土地、貸家、自治会館・公民館の集会
所、御獄)などを持ち、管理・運営している。小
禄地区は、流入者(寄留民)はかなり増加してい
るが、流入者は小禄地区に移住したからといって、
自動的に自治会会員になるわけで、はない。その自
治会の規定からいえば、当然の措置であろう。
郷友会型自治会として大嶺自治会、鏡水自治会
の二例をあげる。
大嶺自治会規約。「本会は字の伝統行事を継承
し、会員の融和と親睦を計り、諸事業を通じ、連
帯意識の高揚と生活向上の発展を計ることを呂的
とすJ(第 2条)、「本会の会員は大嶺出身者並に
縁故者で本会の目的に賛同するものをもって会員
とするJ(第4条)、「本会の運営費は会費及字所
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有地収入ならびに寄付金をもってこれにあてるj
(第 6条) (字大嶺向上会・字大嶺自治会『大嶺
の今昔j1983)。
字鏡水自治会会則。「本会は、会員相互の融和
親睦と生活向上を図り、もって地域社会の発展に
寄与することを目的とするJ(第 2条)、「本会は
那覇市字鏡水に本籍を有する者およびこの会則の
趣旨に賛同するものをもって組織するJ(第3条)、
「本会の運営費は字有地の軍用地料とその他の収
入でこれにあてるJ(第11条) (鏡水自治会『鏡水
入O周年記念誌j1983)。
しかし、小禄地区に限らず、自治会のなかには、
旧来からの共有財産を所有していて、その管理・
運用のため、あるいは地の理由によって、転入者
(寄留民)の自治会への加入を認めないか、ある
いは消極的にしか認めない自治会が含まれてい
る。それは、小禄の大嶺や鏡水の自治会とは異なっ
て、同じ郷里(字)に居住しつづけている会員に
よって結成されている自治会にも見られるようで
ある(在郷限定型)。例えば、前に見た末吉、仲
井真の自治組織はその例に近いのではないかと思
われる。上問自治会(真和志)もこれに近い。上
問自治会の場合、自治会規約はきわめて簡潔で、あ
り、会員の加入に関する条項はなく u字上関誌・
公民館落成十周年記念』上問自治会、 1992)、実
際にも転入者の加入を制限していないのだが、共
有財産の管理・運用(自治会とは別途会計である
が自治会を援助している)の関係から、加入の勧
誘もしていない。こういう自治会の会員はほとん
ど増加することはないから、流入者が増加すれば、
それだけ地区の加入率は低下することになる。
郷友会型自治会は、自治会が郷友会と一体と
なって活動しているのであるが、自治会と郷友会
が相互に分離していても、程度の差はあれ、さま
ざまの関係をもちつつ、それぞれの活動を展開し
ている場合も少なくない。次にあげる事例はそう
いう意味で取り上げた、郷友会の事例である。
大嶺の場合、大嶺自治会とともに大嶺向上会が
ある。その規約によれば、「本会は会員の道義の
高揚と生活改善をはかり、文化の向上並びに社会
福祉に貢献し、あわせて郷土の復興に寄与するこ
とをB的とするJ(第2条)、「本会の会員は大嶺
自治会会員及び字大嶺出身者にして区域外に住む
者で本会の目的に賛同する者J(第4条)、「本会
の経費は会員の負担金及び補助金、寄付金をもっ
てあてるJ(第13条)。
天久には、すでに見たように、天久資産保存会
がある。「この会は会員相Eの親睦融和と、祖先
から引き継がれた資産を管理運営し、併せて会員
及び子孫の学事の奨励並ぴに人材育成を計ること
を目的とするJ(第2条)、「この会の会員は、正
会員と準会員に分け、加入及び退会は総会の決議
を得なければならない。 (1)正会員 明治32年の土
地整理法施行の年に字天久に居住していた、故屋
冨祖仁王外七十五名の子孫とし、別添会員名簿に
記載された者。 (2)準会員 正会員の子女及び会員
との婚姻により、入籍した妻。但し離婚により、
除籍された場合は資格を失う。J(第4条)、「この
会は第2条の目的を達成するため次の事業を行
う。 ・・・ 4.天久自治会、婦人会、青年会等の育
成補助。・・・ J(第6条)、「この会の経費は、
資産より生じる収支及び事業収支をもって支弁す
る。但し、必要に応じて会員から徴収することが
できる。J(第9条)
三原には、三原共心会がある。その規約によれ
ば、「本会は会員相Eの親睦を図るとともに協同
融和の精神を育.成することを目的とするJ(第2
条)、「本会は次の者をもって組織する。1.旧大道
の出身者で、現に三原又は三原の近郊に居住して
いるもの。 2.旧大道の出身者で、既婚者でかつ三
原又は三原近郊に居住しているもの。 3.旧大道の
出身者の子弟で、三原近郊に居住しているもの又
は会長が加入を承認したもの。J(第4条)。共心
会は会員の相互扶助と親睦を図り、模合を行うた
めの規約ももっている。共心会の存在は、三原区
自治会の活動を支えている、と自治会長は証言し
ている。
上之屋互助会は、戦前の「上之屋」という故郷
を基盤に結成されている。「本会は元上之屋住民
及ぴ本会の趣旨に賛同する者をもって組織する。」
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(第2条)、「本会は旧上之屋の発展並びに会員相
互の親睦を図ることを目的とする。J(第 3条)
「上之屋は天区から分かれて出来た字で、合ったた
め、字有地もなく、したがって会運営のための諸
経費はすべて会員」の会費や寄付金でまかない、
主として互助総会や敬老会の活動を行ってきた、
という(喜納正倖 f上之屋誌j1989)0 
壷屋・共栄自治会離郷限定型に関連して、那
覇市都心の壷屋・共栄自治会と、飛躍するが、東
京都心の町内会について触れておきたい。壷屋は、
那覇都心の商業地であり、人口が減少している地
区である。すでに見たように、壷屋の共栄自治会
規約には、加入者に「本会の主旨に賛同する隣接
の希望者J(第2条)を含めているが、「隣接の希
望者Jというのは、共栄自治会内から隣接地域に
移住したかつての居住者、つまり非居住者を意味
するものと思われる。もし、この地区の居住者と
非居住者(出郷者)だけの自治会が維持されれば、
しかも非居住者の比重が大きくなれば、それだけ
自治会は郷友会的な性格が強くなる。これはいわ
ば離郷限定型の初発形態である。もし、この地区
の居住者と非居住者(出郷者)だけの集団がその
地縁(同郷)を鮮にして自治会とは別に結成すれ
ば、それは郷友会となる(例えば、三原共心会の
事例を参照)。東京都心の町内会には、非居住者
を含めた町内会が多く登場した。昭和58年の時点
ではあるが、「最低限に見積もっても、全体の半
数近くの町会が30パーセント以下の非居住会員を
擁している・・・。非居住会員の比率が70パーセ
ント以上の町会が、全体の5分のl近くあること
に注意したい。中には神田と日本橋地区に見るよ
うに、 100パーセント非居住会員の町会すら誕生
するに至っている O 東京都心区の実態をそのまま
反映したものとは言え、居住世帯ゼロの町会とは
果たしてどのようなものか。このことは同時に、
居住世帯ゼロの町内の誕生をすでに暗示してい
るJ(立教大学社会学部奥田研究室『東京・都心
の町内会J1985)。この1001{-セント非居住会員
の町会は離郷限定型のー形態として把握できるの
ではないか。
郷友会は、その性格上、当然ながら、資格制限
は明確であり、時に厳しい。郷友会が自治会と分
離していても、自治会の会員資格はゆるくなると
は限らないが、重要なことは、郷友会が自治会を
しばしば援護し下支えし一体化している、と思わ
れることである。
郷友会型自治会の解明は任意加入型自治会と関
連して重要な意味をもっていることが、以上の検
討で少しは明らかになったのではないかと思う。
自治会が郷友会と一体化している場合はもちろ
ん、自治会が郷友会的な性格を帯びていれば、流
入者の自治会への加入は限定され、あるいは、流
入者への加入に対する臼治会の態度は消極的にな
りやすい、と考えられるのである。
7.自治会の形態的特質一要約と問題点一
以上、那覇市の自治会について、簡単に要約し
てみる。
(1) 戦前、町・字単位の住民組織(部落会・町内
会)が「整備Jされたが、戦後、その形態は大き
く変容し、現在組織されている自治会は、必ずし
も町・字単位に組織されているとはかぎらず、自
治会の形態も一律ではなくなった。しかし、例え
ば、村(村頭)→字(区長)→町・丁・字(自治
会長)が象徴するように、幕末からの歴史的・社
会的な連続煙'は、戦争の時期と米軍軍政の時期を
はさみながらも、今日なお住民組織に見いだされ
る。それは、地元層と流入層の聞に形成される住
民組織の家郷志向性(ひいては自足性あるいは閉
鎖性)にも認められる。
(2) 自治会は、終戦直後から再び結成され始めた
が、特に那覇地区の場合のように、米軍による断
続的な土地解放・居住許可は、事実上、自治会の
結成を遅らせる結果となった。また、比較的早く
から結成された自治会でも、郷友会自治会が少な
くなく、加入者を旧居住地郷里出身者に限定する
結果となった。住民のなかにも、自治会がないか
らだけでなく、自治会があっても加入しないとい
う住民が多い。住民は自治会に消極的だが、住民
にとっては自治会よりも重要な郷友会や模合(頼
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母子講)という集団が存在する。おそらくこうい
う背景が作用して(決してすべてではない)、那
覇市の自治会の加入率は低率にとどまっている。
(3) 那覇市の自治会は、一応の類型として、全戸
加入型、任意加入型、および郷友会型の三つに分
けられる。任意加入型が普通で、全戸加入型と郷
友会型は少ない。しかし、普通にみられる任意加
入型も郷友会型の性格を多少とも帯びている傾向
がある。郷友会型は、さらに、離郷限定型と在郷
限定型の二つに分けられる。いずれも、家郷志向
性が強いことはいうまでもない。
以上のような那覇市の自治会は、従来の町内会
研究に、重大な問題をいくつも提起するように思
われる。例えば、自治会という住民組織のない地
域社会ないし自治会に加入しない住民の多い地域
社会の存続という問題、全戸加入型が少ないとい
う問題、あるいは郷友会型自治会が存在するとい
う問題、居住地にある自治会(任意参加型自治会)
と同郷を契機とする自治会(郷友会型自治会)の
いずれにも同時に所属しうるいわば二重所属など
の問題等は、従来の町内会論では、どのように説
明できるのであろうか。そもそも、郷友会型自治
会とは、一体、従来の町内会論にとって、どんな
意味をもっているのであろうかへこれらの問題
の解明は、那覇市のコミュニティ形成の問題に
とっても重要な意味をもっ筈である。
これらの問題に取り組む前に、われわれは、自
治会の機能(活動)という問題について検討しな
ければならない。われわれは、まだ自治会の組織
や加入の形態の一面しか見ていなし当。自治会の機
能について検討する続稿を用意し、その上で、あ
らためてこれらの問題について考察したいと思
つ。
*仲地博は沖縄県読谷村を事例とする研究で、従
来の町内会・自治会等の定義にあわない自治会
として、「住んでいる地域を単位とせず、区域
を越えて出自でもって自治会が構成される」場
合を見いだし、これを「属人的住民自治組織」
と呼んだ。われわれのいう郷友会型自治会であ
る。仲地博は、さらに、沖縄には、属人的住民
自治組織の他に、特徴ある住民組織として、公
民館型、共同庖型、財産区型をあげ、属人的住
民自治組織は財産区型の側面を持つ例が多い、
と指摘している。この「属人的住民自治組織J
の成立基盤としては、遠因として、1.旧慣温存
政策と米軍統治に、共同体としてのきずな、
(地縁・血縁[門中]、村落=マキヨ。内婚率
が高く、守護神ウタキの神によって結合)、 Z.
共有財産の存在(ポツダム政令15号は適用外、
公民館の用地、ウタキその他の拝所等、基地賃
貸料)、 3.戦後の歴史(生存を守る単位として
の共同体の力を求める歴史)、 4.村の認知(村
が共同体に住民自治組織としての認知を与え
た)の4点をあげている(仲地博「属人的住民
自治組織の一考察一沖縄県読谷村の事例ーJ和
田英夫先生古希記念論文集『裁判と地方自治1
1989)。
那覇市自治会関連年表
1871 廃藩置県
1872 琉球藩設置。/この頃、茶湯崎村が
松川村と改称。
1879 3.11琉球藩王に廃藩置県を達し藩王を華
族に列し東京居住を命ず(→4.4琉
球藩を廃し沖縄県とする旨布告)。
沖縄県庁設置(県庁は首里から那覇
へ)。但し、地割制度、租税制度、
間切(現在の村) ・村(現在の字)
制度等、いわゆる旧慣制度は残存。
4. 那覇役所設置。 /9.首里役所設置。
山川村に大鈍川村・与那覇堂村・立
岸村合併。/上儀保村と下儀保村が
合併して儀保村となる。
1880 那覇4町(西・東・若狭町・泉崎)
と3村(久米村・久茂地村・泊村)
合併。/金城村に内金城村を合併。
1888 西新町埋立。
1889 4. 1本土で市制・町村制施行、しかし新
町村は旧町村を「行政区」とし、区
長をおいて行政協力を求められる。
1890 5.17本土で府県制・郡制公布。
1896 3. 5区制並ぴに郡編制公布(勅令第
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19・13号、 4.1施行)。首里区(真和
志平等・南風平等・西平等) ・那覇
区(那覇、泊村・久米村と東村・西
村・若狭町村・泉崎付の那覇4町)
成立。
小禄間切・真和志間切は島尻郡に所
属。/当蔵に首里区役所設置、字東
に那覇区役所設置。
の設置。
1909 3.12沖縄県に関する府県制特例の件公
布)
安謝地内に銘苅成立。/古波蔵地内
に壷川・楚辺成立。/識名地内に繁
多川成立。
1910 3.11那覇字東大火。以後、大火は東'13
1897 4. 1沖縄県間切島吏員規程施行、間切・
/'25、西本町'16、辻遊廓'19、旭町
'26等に発生 (r火事は東町の名物J)。
島の番所は役場に改称、間切長の下
に収入役・書記をおき、村には村頭
をおく (任免は知事)。
1913 字廃止町名選定。
1914 小禄村の湖城を那覇に編入。
1899 1. 沖縄県間切島規程施行、間切・島も
那覇区の土地整理事業完了、真和志
村の壷屋と埋立地の旭町を編入して
24ヶ町。議決機関の間切会・島会をもっ(間
切長・島長の任免は知事)。
4. 1沖縄県土地整理法着手(1903年完了、
地割制度廃止)。
1916 那覇港竣工。/古城蔵地内に松尾成
立。/識名地内に真地成立。
1918 旭町埋立。/東町に那覇市場設置。
1903 真和志間切牧志村を那覇区に編入、 1920 6.24沖縄県及島棋町村制改正(勅令第
1906 
10. 1儀間村を那覇に編入。
10.21小禄間切り儀関村と安次嶺村の鏡水
原屋取りが独立して鏡水村となり、
金城村・赤嶺村は安次嶺村に合併、
田原村と堀川村は小禄村に合併、松
川村は宇栄原村に合併、 p 高良村とグ
シ宮城が合併して高宮城村となる。
小禄村から那覇へ垣花編入。
首里区に西原真切石嶺村、平良村の
一部編入 (1908西原真切平良村の残
余編入)。
193号)、特例廃止により他府県と同
様の町村となる(本土の市町村制公
布は1888年、府県郡制公布は1890
年)。
首里区西原村から石嶺・末吉編入、
末吉・大名の2字が起立(大名町、
平良町から独立)。古島、真嘉比か
ら独立。
安里地内に字大道成立。/天久地内
に上之屋成立。
1921 5.20沖縄県区制廃止され首里・那覇市制
1907 3.15間切島を村と改称(勅令第45号)。 施行(上之蔵に市役所設置)0/町端、
池端と改称。3.16沖縄県及島慎町村制公布(勅令第46
号、 19084.1施行)、間切・島は町村
(48町村=自治体)に、村を字に改
称、間切長・島長は町村長、村頭を
1923 4. 1久志村から東村分村、郡制廃止。
1924 この頃からソテツ地獄が始まる(→
昭和初期まで)
区長に、間切会・島会を町村会に改 1928 与儀地内に樋川成立。
称。小禄村8ヶ村(小禄真切大嶺・ 1931 守札門完工。 /8本海軍小禄飛行場
宇栄原・高宮城・具志・当間・安次 用地接収 (1935年・ 1938・1943年に
嶺・鏡水)、真和志村11ヶ村(真和 2・3・4回目接収)。
志真切真嘉比・安里・識名・上間・ 1936 古波蔵地内に二中前成立。
国場・古波蔵・与儀・仲井真・天 1938 4. 1国家総動員法公布。
久・安謝・松JI)で成立。区長制度 1940 9.11 r部落会町内会ニ関スル訓令通
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牒」・「部落町内会整備要領J(内
務省訓令第17号)。
12.10大政翼賛会沖縄支部発会式。
沖縄県臨時飯米配給要綱決定
1941 4. 食糧の配給制実施。
12. 8日米戦争宣戦布告。
1942 1.14 r大日本婦人会ノ支部設立ニ関スル
件通牒J
町内会・部落会数86(那覇市27・首
里市19・小禄村13・真和志市27、沖
縄県「市町村下部組織整備状況J)。
この頃までに、塩屋(大宜味村)、
大宜味一心会、北斗会(国頭村)、
久志みどり会(旧久志村)、知念(知
念村)など、 5郷友会結成(注1)。
1944 緊急閣議で集団疎開決定/8.22学童
疎開船「対馬丸j撃沈
10.10米機動部隊那覇大空襲(市域の90%
焼失、市民5万人焼け出され国頭へ
避難}、 45年 6月に続く沖縄戦で完
全に焦土と化す。首里市も沖縄戦で
廃虚となり、立入禁止区域となる。
1945 軍民会議で、県民の北部への緊急退避
実施
4. 1米軍、沖縄本島に上陸。米軍海軍軍
政府設置。
8.14日本ポツダム宣言受託、 8.15太平洋
戦争終了。那覇市全域、米軍用地の
ため立ち入り禁止。米軍、知念・糸
満・コザ・前原・石川1.田井等・金
武の7ヶ所にカンパン(収容所)設
置。全沖縄16ヶ所の収容所地区。
9.20議会議員選挙で25歳以上の婦人が選
挙権を認められる (9.20r婦人の
日J)。
10. 米軍政府「住民再定住計画及び方針」
指令。
10.31収容所から指定地へ第一回住民移
動。
11.15牧志設営隊136人入域(注2)。
11.20産業復興の名目で陶器製造産業先遣
隊 (103名)が壷屋一帯に入域、壷
屋区役所設置、都市再建開始。
この頃、那覇で移住・生活できる地
域は牧志町・壷屋町の2町と真和志
村の桶川・与儀(畑、低地)などの
み。旧市内の牧志町・壷屋町の2町
を除く22町(市政施行時24町)に帰
住できない那覇市民はこの狭い地域
に居住。
12. 首里市への移動許可となるが、人が
住めるのは鳥堀2丁目周辺のみとい
われる(翌年から居住はじまる)。
1946 1. 3糸満地区管区として壷屋区役所設
置。
1.18真和志村民に対南部摩文仁村米須・
糸須へ移動指令。
1.29 GHQ r若干の外郭地域を政治上、
行政上日本から分離することに関す
る覚書」により、日本法令は適用除
外となる。
2. 小禄村の津真田・高良地域の一部解
放(小禄村民受け入れ地として指定)
2.16糸満地区配給所開設(米軍無償配給)
4. 4壷屋区を那覇市に昇格。
4.20真和志村民、豊見城村嘉数・真玉橋
へ移動計画(→5.1真和志村、行政
区画を全23区に編成し区長設置、テ
ント毎に班長設置。 5.5移動開始、
5.30移動完了。→7.10真和志村へ移
動許可。)
4.22軍政府「沖縄民政府J(米軍政府)
創設指令公布。
7.10真和志村への移動許可。 /8.6小禄
への移動許可。
8.17本土疎開者の引揚げ始まる(総計14
万人)。
8. 真和志村民、国場・仲井真へ移動開
始。
11. 米軍政府「那覇市復興計画案」提示。
婦人会が真和志・小禄で結成。
小禄村の高宮城が高良・宮城となり
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田原・金城・赤嶺の3字が起立し12 定。
字となる。 12.31東町開放。
1947 1. 4本土で町内会・部落会長選挙令公布 1951 3.29若狭、辻(5万坪)の開放通知。一一(ポツダム勅令)。 4. 1小禄村の12の字、正式に設定。
1. 7寄宮十字路の東側一部に居住許可。 5. 5米軍、上之屋・後苗代原地区に立退
/1.23安謝部落に居住許可。 きを命令。
真和志村で査JI・楚辺区移動開始、 6.25松山、久米の一部開放通知。一一一部を除く全村への移動許可。 7.13米軍、安里高・杉原区へ9.15日まで
4. 1米軍政府が市町村制公布、市町村は に立退きを命令。
法人として認められる。 8. 東町の建設実施。
4. 7本土で地方自治法公布。 9. 8サンフランシスコ講和条約調印(沖
3.22沖縄全島の昼間の通行許可。 縄・奄美等は米施政権下)
5. 1 I港村J設置(真和志村古波蔵・山 11.25那覇市主催市民運動会開催。
下町・通堂町の一部、 '48上泉編入、 11. 小禄新町落成
'49真和志村与儀・古波蔵の一部編 那覇市の区長制度廃止。
入、中心は奥武山公園)。 旧久茂地町の一部解放、区画整理開
5. 3 I町内会部落会又はその連合等に関 始。
する解散、就職禁止その他の制限に 1952 1.20小禄村5カ字民(大嶺・鏡水・安次
関する件j公布・施行(ポツダム政 嶺・当問・金城)、新部落建設期成
令第15号)、但し沖縄県は適用除外。 会発足
12.15沖縄県人会連合会設立。 2. 査川の一部開放。
首里・那覇で婦人会結成。 1946- 2. 土地区画整理事業着手。
1947年にかけて各市町村に地域婦人 4. 1琉球中央政府発足。
会が相互扶助を目的に次々に結成。 4.28対日平和条約・日米平和条約発効、
1948 10.21アーニーパイル国際劇場付近開放。 「町内会部落会又はその連合等に関
1949 1.27真和志村に三原・平野・松原区新 する解散、就職禁止その他の制限に
さ員n又.。 関する件J(ポツダム政令第15号)
11. 3復興計画案。民工務部から軍工務部 廃止、町内会、全国77.9%自治体で
へ提出。 復活。
11.21市内に点灯許可。 5. 5若狭町の一部開放。
12. 6琉球箪政官シーツ少将、那覇を商業 6. 3壷川の一部開放。
都市としできるかぎり旧所有者に土 字栄原に新開地新辻町誕生。
地を返還し、首都を建設したいとの 1953 4. 3米民政府、土地収用令(布令第109号)
談話を発表。 を公布(武装兵出動による軍用土地
1950 2.21栄町誕生。 強制収用続発)。
3.22米軍政府「那覇市都市計画」認可。 4. 真和志村で土地強制収用。小禄村、
4.21都市計画指導で石川栄耀博士訪島。 伊江村、宜野湾村も土地強制収用。
6. 米軍、天久・上之屋一帯立退き命令。 6. 4旧那覇市行政区に制限して都市計画
8. 1 I港村J廃止、古波蔵を那覇市に編 区域を許可告示。 /8.琉球政府「都
入。 市計画法」制定。
8. 都市計画条例、市街地建築物条例制 8. 1若狭町の一部開放。
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9. 1西新町の一部開放。 4. 1泊2丁目開放。
10. 1真和志村市制施行。 12. 那覇市営住宅(若狭町)竣工、市営
10. 5美栄橋地区区画整理事業開始。 住宅建設開始。
12. 5米民政府「軍用地内における不動産 若狭・松山(新却問屋街)r若松通
の使用に対する補償J(布告第26号) り商庖街j完成(若松通り会創立)
公布。 1957 12.12大那覇市5カ年事業計画まとまる。
12. 小禄村で土地強制収用。 12.14漫湖 5万坪埋立(→1960.8、鏡原町
琉球政府立法院市町村自治法制定 誕生)
(米軍政府による市町村制は廃止) 12.17那覇市、真和志、市を編入。
1954 1.21泊埋立地工事落成。 3市1村合併により 4地区の婦人会
1.28壷川・久茂地・若狭(軍用地2.4万 は那覇婦人会となる。一一一坪)開放。/具志・宮城(軍用地) 1959 安謝8班、住吉・岡野・港区・安謝
の一部開放。 /4.20辻町 (3.8万坪) の4区になる。/美営橋地区整備完
開放。 了。
3.17米民政府「地代一括払い」方針発表。 1960 旧那覇市以外の区長制度すべて廃
5.18那覇市都市計画事業が審議会で可 止、自治会制度発足。
決。 1961 安謝市営住宅完成。
9. 1那覇市、首里・小禄村を編入(小禄 1963 辻町・東町の市場っき市営住宅完
村の区長制度廃止、那覇市の自治会 成。/スラム街、モデル方式で解消
制度適用)。 事業開始。/泊・安謝埋立開始/新
9.25泊港前島道路起工。 都市計画策定。
小禄の新部落への移転開始(→1957 1964 1. 1 r那覇市民憲章J制定、推進協議会
年に落ちつく)。 設立。
1955 3. 松下町の一部開放。 /5.前島町(軍 7. 1 r那覇市行政末端連絡事務委託規
用地5万坪)開放。 /6.旧泊、古島 則」制定施行
区 (2.4万坪)開放。 1965 9.18那覇市新市庁舎完成。/宇営原団地
6.16戦災復興那覇第一地区区画整理事業 完成。
開始。 '56-'65年に20自治会創立(那覇7、
6. 「那覇市都市計画案」完成。 真和志3、首里8、小禄 2)、 68郷
7.26松下町開放。 友会結成(宮古25、北部18、離島17、
泊埋立地に垣花区民120戸割当。 '45 八重山 8)
一'5年に28自治会創立(那覇 1、 1966 那覇市「那覇市建設計画J
真和志10、首里 8、小禄 9)、 40郷 11. 3第一回首里文化祭開催(自治会参加)
友会結成(本島北部が多い) 七ヶ部落協議会(識名・真地・繁多
1956 2.13 r首都建設法J制定(琉球政府署名・ 川・仲井問・固場・津嘉山の自治会
米軍民政府承認)。 長・役員、地主および有志で結成、
2. 琉球政府の都市計画審議会において 後の「上間土地を守る会」、上開発
旧那覇市・首里市・小禄村・真和市 電所建設反対運動(→1983年完全勝
の3市1村全域の都市計画が審議さ 利を確認し解散)
れ3月に認可(→1992年の今日に至 1967 樋川市営住宅完成、宇栄原団地第三
る) 次296戸完成。/若松市営住宅完成。
高橋:沖縄県那覇市の住民組織について 175 
1969 9.29国民生活審議会「コミュニティー生 地域的住民組織についての研究・中
活の場における人間性の回復一」答 間報告一」。
申。 1978 4. 1那覇市共同利用施設条例公布(自治
1970 1l.18那覇市民会館開館 会館用途、管理委託等規程)
6. 本土の新都市計画法に準じた沖縄の 8. 都市基本構想「あけもどろの都市・
都市計画法を制定 なはJ制定
久場川市営住宅232戸完成 「よいまちづくりをすすめる市民の
1971 6.11沖縄返還協定調印。 会Jが市民憲章推進協議会と合併。
10.10那覇まつり開始 (24年ぶりに大綱 /軍用地跡地利用計画決定。
挽)0 71-75年度那覇市建設計画まと 1979 3. 若狭市営住宅完成。
まる/石嶺団地第二期工事完成/モ 4. 1久茂地公民館開館。
ノレール構想。 住居表示実施(-1990)。
1972 5.15沖縄の施政権日本返還(法律・制度 1980 6. 1市の委託契約自治会数104
は本土と同一)、沖縄県発足(地方 赤嶺一部解放。/金城解放。
自治法適用)。 '76-'80年に20郷友会結成(うち宮
那覇広域都市計画決定。 古4、北部2、本島離島13、八重山
「全国町内会・自治会連合会」結成、 1)。
法人格化を決議。/石嶺団地第三期 1982 4. 1小禄南公民館開館。
262戸完成/安謝埋立地に曙・港町 安謝第一・銘苅市営住宅完成。/那
誕生。 覇市地区整備基本計画。
1973 4. 9自治省「コミュニティ(近隣社会) 1983 1l. 1首里公民館開館。
に関する対策要項Jo/11.石嶺町自 福祉都市環境づくり推進要綱策定/
治会、自治省「コミュニティ推進地 市役所横に初の「コミュニティ道路」
区」指定。 開通。/那覇市軍用地違憲訴訟支援
大名市営住宅完成。 市民会議結成。
1974 那覇広域都市計画区域決定。/rよ 1984 住居表示により、 33字134町を編成。
いまちづくりをすすめる市民の会」 首里北地区まちづくり計画まとまる
結成。 /壷川公営住宅1号棟完成
1975 7.11那覇市公民館条例公布。 /8.1中央 1985 5. 米軍牧港住宅地内の市有地など返
公民館開館。 還。
石嶺ハイツ西原区域を市に編入。/ 景観条例施行。
那覇市の都市像を語る市民会議。/ '76ー '85年に31自治会創立(那覇1、
那覇市基本構想案答申/新用途地域 真和志8、首里8、小禄4)
指定。 1986 汀良公営住宅完成。
'66-75年に28自治会創立(那覇 8、 1987 5. 天久の米軍用地牧港住宅地区全面返
真和志10、首里8、小禄 2)、 48郷 還。
友会結成(宮古16、北部4、離島18、 小禄市営住宅入居開始。/市情報公
八重山 8、本島中南部2)。 開制度審議会が「聞かれた市民参加
1977 7.28全国市議会議長会・都市行政問題研 型市政をめざして」答申
究会「自治会・町内会のあり方に関 1988 9.30第二次那覇市総合計画/基本計画
する問題点と改善の方向についてー 「あけもどろの都市への道しるべ」
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決定。
第一回那覇市民大運動会/那覇市ま
ちづくりシンポジェウム開催/小禄
市営住宅160戸完成
I玉
真和志8、首里1、小禄3)
1990 12. 首里地域が自治省の「コミュニティ
(1)那覇市以外からの転入者の郷友会の会員は那覇市
とその周辺(浦添市、沖縄市など)に在住。
(2) アンダーラインは居住許可になった地域。
活動活性化地区Jに指定される。
6. 1市の委託契約自治会数125、加入率
33.4%。
1991 9. r那覇市コミュニティ振興基本計画
一市民自治のまちの実現のために
-J策定。
地縁団体法人化の改正地方自治法施
行(地方自治法260条の 2第1項)。
1992 首里城復元完成
'86-'92年に19自治会創立(那覇 7、
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This research notes try to see the characteristics of neighborhood organization that is called 
“Jichikai" in Naha-shi， Okinawa-ken， coordinating and examining data of field survey on them. First 
purpose of this notes is to prepare to find and consider subjects in debates on Chounaikai 
Oichikai) again， comparing studies of Chounaikai in urban sociology with studies of Jichikai in 
Naha-shi. Second purpose is to prepare to study again problems of community revitalization in 
Naha-shi including problems of community policy. In coclusion we would like to say three points as 
follows. (1) Neighborhood organization in Naha-shi have historical or traditional continuity from 
Edo era which appears in it's “closed system" to new commers for example. (2) One of reasons why 
rate of members affiliated to neighborhood organization is very low (34%) is existence of other 
functional organizations especially such as “Kyouyukay" (organization of members whose birth 
places are same) or “Moai'¥(3)“Jichikai" in Naha-shi are classfied into three types which are 'com. 
prehensive type' (al residents become a member)， 'voluntary type' (residents join voluntarily) and 
“Kyouyukai" type. 
